
1－3．小児救急医療体制の現状  
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1～4歳児の死亡率の国際比較  

○ 我が国は、乳児死亡率は低いにも関わらず、1－4歳児死亡率は高く、他の国と異なる   
状況にある。  ※乳児死亡率（生後1年未満の死亡の出針000に対する比率）  

乳児死亡率と1－4歳児死亡率の関係  ト4歳児死亡率の国際比較  
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乳児死亡率（対1000出生）   

出典）厚生労働科学研究「新生児関連疾患が我が国の幼児死亡に与える影響」主任研究者池田智明（国立循環器病センター）   



小児救急医療体制の整備状況  

小児専門病院の小児集中治療室の病床数  救命救急センターの小児救急専門病床数  

（平成20年3月31日現在）  （平成19年12月1日現在）  

救命救急センター運営病床数  

施設名  

総数   小児救急専門病床  

（床）   （床）   

A   36   6   

B   30   

C   42   6   

D   32   2   

E   31   2   

F   30   2   

合計6施設   201床   19床   

小児集中治療室   

施設数  病床数  

小児集中治療室の病床の内訳  

（数）        術後用  
重症・  

救急用  
（床）  

（床）   

術後患者用病床のみ有り   3   16   0   

重症・救急患者用病床のみ有り   6   0   65   

術後患者用病床と   

重症・救急患者用病床有り   
3   36   20  

術後患者用病床と   

重症・救急患者用病床の区分なし   
3   23  

15施設   
160床  

合計  

（52）  っ4（85）   

厚生労働省医政局指導課調べ  小児総合医療施設協議会調べ   



2．今後の課題について  
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救急医療の充実  

一】  
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「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会」報告書の概要   

～周産期救急医療における「安心」と「安全」の確保に向けて～  

平成21年3月4日  
厚生労働省医政局指導課  

1救急医療部門と周産期医療部門等の連携強化  

2 周産期医療対策事業の見直し  

3 救急医療・周産期医療に対する財政支援とドクターフィー  
・ 産期母子医療センターについて、診療実績を客観的に評価する仕組みを検討   

一 救命救急センターや二次救急医療機関の妊産婦の受入れを推進するための支援  

4 地域におけるネットワーク   

ー 周産期母子医療センター等から状態の安定した妊産婦・新生児の搬送元医療機邑  への搬送（戻り搬送）の促進  

5 医療機関等におけるリソース維持・増強  

・新生児集中治療室（NICU）について、地域の実情に応じた整備と支援（出生1万人対25～30床を目標）  

・新生児回復期治療室（GCU）や－岬員配置など対応能力の強化   
■ 重症心身障害児施設等の後方病床や短期入所病床の整備と支援  

・人的リソースの維持・増強（適切に処遇するための医師への手当等に対する支援）  

6 救急患者搬送体制の整備   

t 重症患者に対応する医療機関を定めるなど、地域において、救魯患者の病態に応じた搬送一受入ルールを作成  
・新生児の施設間搬送を担う医師等の活動への支援  

7 搬送コーディネーター配置等による救急医療情報システムの整備  

・空床情報の入力等を担当する医師事務作業補助者の充実  

8 地域住民の理解と協力の確保  

9 対策の効果の検証と改良サイクルの構築  
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「救急医療の今後のあり方に関する検討会」中間取りまとめの概要  平成20年7月30日  

厚生労働省医政局指導課  

主な提言内容  

安心と希望の医療確保ビジョン  
第三次救急医療機関の充実  

救命救急センターに対する新しい評塵  

・求められる機能の明確化、第三者の視点・検証が可能な評価、地域特性等を勘   
案した評価項目を導入  

■交代勤務制を含む病院勤務医の労働環境改善に係る評価項目を追加  

・評価結果をできる限り詳細に国民へ情報提供  等  

2 地域で支える医療の推進  

（1）救急医療の改善策の推進  

ア 救急医療の充実  

①量的充実  

・調査に基づく初期、ニ次、三次救急の更なる整備  

②質的充実  

・管制塔機能を担う医療機関の整備・人材の育成  

・医師等の交代勤務制の整備  

・地域全体の各医療機関の連携   

救命救急センターの整備のあり方  

・救急医療に関するニーズの増大等により、救命救急センター、救急医療を担う病   
院勤務医 に過度の負担  

・救命救急センターと同等の実績等がある施設であれば新たに救命救急センター   

として位置づけ  

・ヘリコプター等による搬送や汀の活用も検討  等  

急性期を脱した患者を受け入れる病床の確保   

救急患者の効率的な振り分け等  

医療機関と消防機関との連携強化   

救急患者受入コーディネーターの配置等  

住民との情報共有  

イ 夜間・救急利用の適正化  

①国民への普及啓発  

・夜間救急外来の適正利用等  

②小児救急電話相談事薫く＃8000）の拡充等  

‥∵、，′▼＿▲ 儀急搬送た料ナる課題と円滑な受入れ推進について  

・ER型救急医療機関については、まず正確な実態把握を行う   



平成21年7月8日  
厚生労働省医政局指導課  「重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会」中間取りまとめの概要  

すべての重篤な小児救急患者が地域において必要な救命救急医療を受けられる体制について検討  

（J 

J濫慧救慧慧担医療機関〔重重亘司     書－・ ト． 卓‥≡享童≡        二！地学の小児医療壕関回l…  
3．急性期の集中治療・専門的医療を担う体制の整備  

・「超急性期」を脱した小児救急患者に「急性期」の集中治療・専門的医療を提供する小児集中治療室の整備のための支援が必要  

・小児の救命救急医療及び集中治療を担 う医師及び看護師を養成  

・地域全体で、病院前救護から、「超急性期」「急性期」を経て、在宅医療を含む「慢性期」にいたるまでの医療提供体制を一体的l蓬備   



平成20年8月29日  

厚生労働省医政局指導課  

「救急医療用ヘリコプターの導入促進に係る諸課題に関する検討会」報告書の概要  

1．助成金交付事業に関する制度のあり方  

・法第9条に基づく法人の登垂剥こ関する基準  

・助成金交付事業の対象  

①基盤整備に要する善用、②運航に要する費用  
③運航円滑化のための費用、④調査研究に要する責用  

助成金交付事業に係る  

登録に関する省令を制定  

（平成20年4月施行）  

頑＼  
2．ドクターヘリの配備のあり方  

■救命救急センターまでの陸路による搬送時間が30分（ヘリの飛行距離 で50～70kmに相当）を超える地域の人口規模が大きい場合に  

は、ドクターヘリの配備について検討が必要（なお、人口規模は小さくとも、離島やへき地等については配慮が必要）  

・人口規模が大きい地域では複数配備の検討も必要  

・一般的には、同一都道府県における複数配備は、追加配備による効果・効率性等について検証等を行った上で、段階的に進めること  
が考えられる  

・飛行範囲円に近隣県が含まれる場合、複数の都道府県による共同運用の検討も必要  

他の機関（消防等） が運用するヘリコプターとドクターヘリとの役割分担や  

協議の場の活用等が必要  
の構築も必要であり、医療機関と消防機関等との  

3．ドクターヘリの運用のあり方  

・ドクターヘリを配備した医療機関以外の医師を交代で搭乗させるといった複数の医療機関の共同運用方式  

・効果的・効率的な運用のためには、卿  

ことが重要  

一災害時のドクターヘリの運用方法について検討が必要  

・安定的に運航を継続するためには、運航費用の確保のあり方についてさらに検討が必要  

について継続的に検証し、改善に努める   




